
 

 

「国立病院及び労災病院の新しい法人制度に関する検討会」について 

 

 

１ 検討会の目的 

   国立病院機構及び労働者健康福祉機構は、「独立行政法人の制度及び組織の見

直しの基本方針」（平成２４年１月２０日閣議決定）に基づき、平成２６年４月

より新たな法人制度に移行するとされている。 

このため、国立病院及び労災病院が、その使命を果たし、機能を最大限発揮

し、国民医療の向上に寄与することができるよう、従来の独立行政法人制度と

は異なる新しい法人制度の在り方を検討する。 

 

 

２ 主な検討内容 

   日本の政策医療等を担う国立病院及び労災病院にふさわしい新しい法人制度

を構築するため、 

①社会や医療ニーズの変化に対応した病院運営の在り方 

②法人の経営努力を促進する財政運営の在り方 

③目標・評価の在り方 

④国民目線での情報公開・発信の在り方 

⑤将来の統合も視野に入れた具体的な検討 

 等について検討する。 

 

 

３ 検討会の構成員 

別紙参照 

 

 

４ 事務局 

事務局は、両機構の協力を得て、医政局国立病院課（国立病院機構管理室）

及び労働基準局労災補償部労災管理課で担うものとする。 
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平成 25年 2月 4日現在 

五十音順、敬称略 

 



 

「国立病院及び労災病院の新しい法人制度に関する検討会」の 
経緯について 

 

 

 

第１回（平成２４年３月３０日） 

①座長の選出 

②検討会の趣旨及び進め方について 

③国立病院機構からのヒアリング 

④労働者健康福祉機構からのヒアリング 

 

 

第２回（平成２４年５月１７日） 

①国立病院の使命、役割、業務等 

   ②その他国立病院個別の課題 

   ③労災病院の使命、役割、業務等 

④その他労災病院個別の課題 

 

 

第３回（平成２４年６月２６日） 

①目標・評価の在り方 

②将来の統合も視野に入れた具体的な検討 

 

 

第４回（平成２４年９月１１日） 

   ①法人の組織・運営等について 

 

 

第５回（平成２４年１０月４日） 

①これまでの議論を踏まえた意見・論点の整理 

 

 

第６回（平成２４年１１月１３日） 

   ①新法人の業務と治験・臨床研究等の推進について 

 



 

 

独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針（平成 24年１月 20日閣議決定）（抄） 

 

【国立病院機構】 

○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とする。 

○ 国が担うべき政策医療等について、国全体として無駄のない効率的な医療提供

体制の下で、医療法の体系も踏まえ、国が適切に関与しつつ、確実に実施すると

ともに、自律的かつ効率的な経営の実現を目指す。 

○ 具体的な制度の在り方については、例えば、国民負担の最小化、担うべき政策

医療の明確化、国との関係の明確化、適切な目標管理システムの構築、民間医療

機関との役割分担、組織肥大化の防止、医療の質の向上、財務の透明性確保、適

正な利益配分等の観点から検討を進める。 

○ 固有の根拠法に基づき設立される法人とするまでに、職員の非公務員化に伴う

問題の解決に向けた所要の調整を行う。 

○ 労働者健康福祉機構との連携を進めつつ、将来の統合も視野に入れた具体的な

検討を行う。 

 

 

平成 25 年度予算編成の基本方針（平成 25 年１月 24 日閣議決定）（抄） 

 

特別会計及び独立行政法人の見直しについては、「特別会計改革の基本方針」（平成

24年１月 24日閣議決定）及び「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」

（平成 24年１月 20日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除いて当面凍

結し、平成 25年度予算は、現行の制度・組織等を前提に編成するものとする。特別

会計及び独立行政法人の見直しについては、引き続き検討し、改革に取り組む。 
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